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居宅介護支援重要事項説明書 

当事業所はご契約者に対して居宅介護支援サービスを提供します。事業所の概要や提供さ

れるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

（以下 令和 7 年 3 月現在） 

１．事業者 

（１）法人名         社会福祉法人 東方会 

（２）法人所在地      佐賀県伊万里市二里町大里乙 3602 番地 1 

（３）電話番号        0955－23―2767 

（４）代表者氏名      理事長 大宅 啓子 

（５）設立認可年月    昭和 59 年 10 月 26 日 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類      居宅介護支援事業所 

平成１９年４月 1 日指定 佐賀県第 4170500245 号    

（２）事業所の名称      瑠璃光苑 

（３）事業所の所在地    佐賀県伊万里市二里町大里乙 3602 番地 1 

（４）電話番号         0955-29-8122  

（５）当事業所の運営方針 

被保険者が、要介護状態となった場合においてもその者が可

能な限り居宅において、その有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるよう、被保険者の選択に基づき多様

な事業所から、効率的に提供されるよう公平中立に行ないま

す。 

市町村、他の居宅介護支援事業者および介護保険施設などと

連携に努めます。 

（６）開設年月         平成１９年４月 1 日 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域 伊万里市、有田町 

（２）営業日及び営業時間 

営業日 月～金  但し 8 月 13 日～15 日、12 月 29 日～1 月 3 日は除く 

営業時間 午前８時３０分 ～ 午後５時３０分   

 ※緊急連絡電話  0955-29-8122、090-6890-1382 
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４．職員の体制 

当事業所では、ご契約者に対して居宅介護支援サービスを提供する職員として、以下の職

種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

 

管理者            １名 

介護支援専門員（専 任）   １名 

         （兼 務）   1 名 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

【サービス】 

１ 居宅サービスの作成 

 次の事項を介護支援専門員に担当させます。 

① 用者の居宅を訪問し、利用者及び家族に面接して情報を収集し、解決すべき課題を把握

します。 

② 当該地域における指定居宅サービス事業所等に関するサービスの内容、利用料等の情報

を適正に利用者及び、その家族に提供し、利用者にサービスの選択を求めます。 

③ 提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを選択する上での留意点を盛り込

んだ居宅サービス計画の原案を作成します。 

④ 居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等について、保険給付の対象と

なるか否かを区分した上で、その種類、内容、利用料等について利用者及びその家族に

説明し、利用者から文書による同意を受けます。 

⑤ その他、居宅サービス計画作成に関する必要な支援を行います。 

 

２ 経過観察・再評価 

 居宅サービス計画作成後、次の事項を介護支援専門員に担当させます。 

① 利用者及びその家族と毎月連絡をとり、経過の把握に努めます。 

② 居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サービス事業者

等の連絡調整を行います。 

③ 利用者の状態について定期的に再評価を行い、状態の変化等に応じて居宅サービス計画

変更の支援、要介護認定区分変更申請の支援等の必要な対応をします。 

④ テレビ電話装置等を活用したモニタリングの実施 
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テレビ電話装置等を活用したモニタリングの実施方法及びメリット、デメリットは以下の

通りです。 

同意欄 説 明 

□ 利用者の状態が安定してることを前提として実施します。 

□ 実施にあたっては、主治医及びサービス事業者等の合意を得ます。 

□ 2 月に 1 回は利用者の居宅を訪問して面接を行います。 

□ 移動が不要であるため、ケアマネジャーとの日程調整が容易になります。 

□ 訪問者を自宅に迎え入れない為、利用者の心理的負担が軽減されます。 

□ 感染症が流行している状況でも、非接触での面接が可能になります。 

□ 利用者の健康状態や住環境等については、画面越しでは確認が難しいことか

ら、サービス事業所の担当者から情報提供を受けます。 

 

３ 居宅支援の業務範囲外の内容 

① ケアマネジャーは、ケアプランの作成やサービスの調整等を行いますが、以下のような

内容は業務範囲外となります。これらのご要望に対しては、必要に応じて他の専門職等

を紹介いたします。(救急車の同乗、入院時の手続きや生活用調達等の支援、家事の代

行業務、直接の身体介護、金銭管理) 

【利用料金】 

 要介護又は要支援認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので

自己負担はありません。※保険料の滞納等により、保健給付金が直接事業所に支払わ

れない場合、1 ヶ月につき要介護度に応じて下記の金額を頂き、当事業所からサービス提

供証明書を発行します。このサービス提供証明書を後日市町村窓口に提出しますと、全

額払い戻しを受けられます。 

※以下の加算項目について該当する場合、上記料金に加算されます。 

①初回加算 

新規に居宅サービス計画書を作成した場合 要介護 ３,０００円  

②入院時情報連携加算 

利用者が入院するにあたり、病院の職員に対して当該利用者の心身の状況や生活環境等

必要な情報を提供した場合 （Ⅰ）２,5００円 （Ⅱ）2,０００円 

③退院・退所加算 

退院・退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合は、必要に応じ、福祉用具専門相談員

や居宅サービスを提供する作業療法士等がカンファレンスに参加した場合。 

（４,５００円～９,０００円） 

要介護１・２ 10,860 円 

要介護３・４・５ 14,110 円 
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④通院時情報連携加算 

利用者が医師の診察を受ける際に同席し、医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の

必要な情報提供を行い、医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅

サービス計画に記録した場合。500 円／(月) 

① ターミナルケアマネジメント加算 

末期の悪性腫瘍で在宅で死亡した利用者（在宅訪問後、２４時間以内に在宅以外で死亡

した場合を含む）が対象となります。利用者又はその家族の同意を得た上で、死亡日及

び死亡日前１４日以内に２日以上在宅を訪問し、主治の医師等の助言を得つつ、利用者

の状態やサービス変更の必要性等の把握、利用者への支援を実施します。また、訪問に

より把握した利用者の心身の状況等の情報を記録し、主治の医師等及びケアプランに位

置付けた居宅サービス事業者へ提供します。    ４,０００円 

※減算 

運営基準減算  

指定居宅介護の運営基準に沿った適切な居宅介護支援が提供できない場合  

所定単位数の 50％で算定 

特定事業所集中減算 

正当な理由なく特定の事業所に 80％以上集中した場合(指定訪問介護・指定通所介護 

指定地域密着型通所介護・指定福祉用具貸与)      一ヶ月に月 200 単位を減算 

高齢者虐待防止措置未実施減算 

虐待の発生またはその再発を防止するための措置が講じられていない場合 

所定単位数の 100 分の 1 に相当する単位数を減算 

6．虐待防止への取り組み                  

当事業所では、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づ

き、以下の取り組みを行います。 

【取り組み】 

＊ 当事業所では、虐待防止委員会を設置し、適時に委員会を開催、虐待防止に努めます。 

① 虐待が起こらないよう事前の措置として、職員の虐待防止意識の向上や知識を周知し、

虐待のない施設環境づくりを目指します。 

② 日頃より社会福祉法・老人福祉法・介護保険法等の知識の習得に努めます。 

③ 当事業所の虐待防止責任者や虐待相談受付担当者は日頃より利用者の支援の場に虐待

及び虐待につながるような支援が行われていないか観察し、必要があるときは職員に直

接改善を求め、指導します。 
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虐待防止に関する 

相談窓口 

・虐待防止責任者   理事長  大宅 啓子 

・虐待相談受付担当者 峯 幸子 

・ご利用時間     8:30 ～ 17:30 

・電話番号      ０９５５-29-8122 

・ＦＡＸ       ０９５５-25-9191 

7．苦情の受付 

「サービス事業者の対応が悪い」「契約に違反している」といった介護サービスに関す

る不満は、まずケアマネジャーもしくは市区町村の窓口に相談してください。市区町

村は、事業者を調査したうえで指導を行なうほか、必要があれば国民健康保険団体連

合会への苦情申し立ての援助をします。国民健康保険連合会は、都道府県ごとに設置

されており、介護サービスに関する苦情の処理を行います。 

 

 サービスに関する相談、要望、苦情等は担当ケアマネジャーか以下の窓口までお申し出

下さい。 

  

 

◇ 事業所内苦情受付 

TEL0955-29-8122 （受付時間 月曜日～金曜日 ８時３０分～1７時３０分） 

苦情受付担当     ケアマネジャー   峯  幸子 

苦情受付責任者    理 事 長     大宅 啓子 

第三者委員      法 人 監 事   多久島幹雄 

          法 人 監 事   梶山 芳弘 

 

◇ その他苦情受付機関 

○TEL095５-23-215４    伊万里市役所長寿社会課 

○TEL0955-43-5065     有田町保健福祉センター 

○TEL0952-26-1477     佐賀県国民健康保険団体連合会 

○TEL0952-23-2151     佐賀県社協運営適正委員会 

○TEL0952-23-2767      社会福祉法人東方会瑠璃光苑 

http://www.wam.jp/kaigo_guide/category4/index.html#11
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苦情等の流れ図
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瑠璃光苑居宅介護支援事業所
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苦情申出　
苦情受付
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8. 秘密保持 

事業者が得た利用者やその家族の個人情報は、介護サービスの提供以外の目的では原則

として使用しません。サービス担当者会議などで利用者やその家族の個人情報を使用す

る場合は、利用者及びその家族の同意を事前に文書で得る事とします。 
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9. 事故発生時の対応 

利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市区町村、利用

者の家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、利用者に対する指定居

宅介護支援に提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行いま

す。 

10. 医療との連携 

居宅介護支援事業所と入院先医療機関との連携がスムーズに図れるよう、利用者が入院

した場合には、担当ケアマネジャーの氏名及び連絡先を入院先の医療機関にお伝えくだ

さい。訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、モニタ

リング等の際にケアマネジャー自身が把握した利用者の状態等について、ケアマネジャ

ーから主治の医師や歯科医師、薬剤師に必要な情報伝達を行います。 

11. 公正中立なケアマネジメントの確保 

利用者は、ケアプランに位置付ける介護サービス事業所等について、複数の事業所の紹

介や、その選定理由について事業者に求める事が出来ます。 

12．身体的拘束等の原則禁止 

利用者の生命又は身体を保護する為緊急やむを得ない場合を除き身体的拘束を行いませ

ん。身体的拘束を行う場合には、その様態及び、その利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由を記録します。 

13．感染症の予防及び蔓延防止の為の措置 

感染症の発生及び蔓延を防止できるよう感染症委員会の開催、感染症及び蔓延防止の為

の指針の整備、研修及び研修計画、専任の担当者の配置を行います。 

14．業務継続の向けた取り組み 

感染症や自然災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して居宅介護支援の提供を

うけられるよう業務継続計画を作成するとともに、当該計画に沿った研修及び訓練を実

施します。 

15．ハラスメントについて 

① 事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくり

を目指します。 

② 利用者が事業者の職員に対して行う、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑行

為セクシャルハラスメント等の行為を禁止します。  
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16．第三者による評価の実施状況 

 実施しておりません。 

 

ケアプランの訪問介護等の利用状況 

当事業所の訪問介護等の利用状況については、次の通りです。  

 

この用紙で説明する前 6 月の期間 (令和 6 年 9 月～令和 7 年 2 月) 

 

① 前 6 カ月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、

福祉用具貸与の各サービスの利用割合 

訪問介護・・・・・・・・12％ 

通所介護・・・・・・・・54％ 

地域密着型通所介護・・・6％ 

福祉用具貸与・・・・・・70％ 

 

② 前 6 ヶ月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、

福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業者(所)によって提供されたものの割合 

(上位 3 事業所) 

 

サービス種別 

1 位 2 位 3 位 

事業所名 割合 事業所名 割合 事業署名 割合 

訪問介護 瑠璃光苑 45％ セントケア伊

万里 

27％ ニチイケアセ

ンター武雄 

27％ 

通所介護 デイサービス

いこいの里 

25％ デイサービス

わきた 

12％ デイサービス

エスペランス 

10％ 

地域密着型通

所介護 

デイサービス

ノア 

54％ デイサービス 

ハナミズキ 

45％   

福祉用具貸与 ケアサポート

サンライフ 

21％ エヴァ 15％ タイヘイＭ＆

C 

15％ 
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居宅介護支援の開始にあたり、本書面に基づき重要事項の説明を行

いました。 

 

日付  令和   年    月    日 

居宅介護支援事業所  瑠璃光苑 

説明者氏名                印 

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、居宅介

護支援についての重要事項の説明を受けました。 

 

利用者住所                       

利用者氏名                      印 

 

（代理人） 

住   所                       

氏   名                      印  

電話番号         （     ）        

続柄      

 


